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長野県における都市体系の変容と

人ロ重心の移動，1950～1990年

石澤孝

1　は　じ　め　に

　地域の均衡ある発展のためには，施設・機能の適切な地域（空間）的配置を考慮すること

が望ましい。このためには，そこに内在している地域システムの実態を把握することが重要

である。地域システムの実態を把握することが，地域の将来構想を構築するための基礎的な

資料の1つになるからである。このことをふまえて石澤（1991）は，おもに行政機関による

管轄区域と通勤流動の側面から，長野県における地域的都市システムDの現状の～端を検討

し，行政機能によると5階層から，通勤流動などによると4階層から成る構造を呈している

ことを明らかにした。また，畏野県121市町村の順位・規模配列を分析したところ，人口や

都市機能を少数の都市に集中させるという統合化の力が強くはたらいていることがうかがわ

れた。しかしながら，121帯町村の中には人口が，1，000人にも満たない地方自治体もみられ，

都市システムの実態をそのまま反映しているとはいい難い。

　そこで本論においては，長野県における都市システムにおいて，統合化の力が強くはたら

いているのか否かを検証し，あわせて人口重心の移動という観点2）から，その変容の実態を

さぐることを目的としたい。なお，分析にあたっては「国勢調査」および長野県発行の隈

野県統計書」，「統計長野」を主な資料とした。

II　長野県における入口重心の位置と都帯の規模別分布の現状

　1　長野県における人口重心の位置

　「地域の中心」という用語は様々な概念を含んでいる。地域の政治・行政の中心，経済の

中心，人口分布の中心，都市（集落）分布の中心，地域的広がりの（地理的）中心などであ

る。

　それでは，長野県（第1図）における「地域の中心」はどこに位置しているのであろうか。

第2図に示されるように，長野県では，県内の各地方の申核都帯に渠の出先機関がおかれて

いる。それらを統轄する政治・行政の中心という意味では，県庁が所在している長野市をあ

げることに異論がないことであろう。それでは，長野県という地域的広がりの中心は，長野

県における都市分布の中心は，そしてまた長野県における人口分布の中心はどこに位置して

いるのであろうか。

　地域的広がりの中心とは，地域を平面とみなしたときの面積の重心のことである。面積重

心の位置は，つぎのようにして求めることができる。その地域の面積を正確に2等分する直
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　　　　　　　　　　　　　第1図　研究対象地域

1長野市，2松本市，3上田市，4岡谷市，5飯田葡，6諏訪甫，7須坂市，
8小諸市，9伊那市，10駒ケ根市，II中野市，！2大町市，13飯山市，14茅野市，
15塩尻市，16更壇市，17佐久市，18霞田町，！9佐久町，20小海町，21川上村，
22南牧村，23南栢木村，24北相木村，25八千穂村，26軽井沢購，27望月町，
28御代田町，29立科購，30浅科村，31北御牧村，32丸子町，33長F賢r，34東部町，
35真田町，36武石村，37憩田村，38青木村，39下諏訪町，40窟士見町，姐原村，
42高遠町，43辰野町，44箕輪町，菊飯島晦，46南箕輪村，47中川村，48長谷村，
49宮田村，50松川町，51高森騰，52阿南町，53上郷町，54清内路村，55阿智村，

56浪合村，57平谷村，58根羽村，59下条村，60売木村，61天竜村，62泰阜村，
63喬本村，64豊丘村，65大鹿村，66上村，67南信濃村，68木雪福島購，69上松町，
70南本曾町，71檎川村，72木祖村，73秘義村，74開田村，75三岳村，76王滝村，
77大桑村，78山口村，79明科購，80波田町，81四賀村，82本城村，83坂北村，
8蘇績村，85坂井村，86生坂村，87山形村，88朝日村，89豊科町，90穂蕎町，
91奈川村，92安曇村，93梓川村，94三郷村，95堀金村，96泡賑町，97松川村，
98八坂村，99美麻村，！00白馬村，101小谷村，102上山田町，103大岡村，
104坂城町，105戸倉町，106小布施町，107高山村，108山ノ内町，109木島平村，
110野沢温泉村，1！1信州薪町，112豊野町，！！3信濃町，114牟礼村，115三水村，

116戸隠村，1！7鬼無里村，118小川村，1！9中条村，120豊賑村，121栄村
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　　　　　　　　　　　　　一
三2図長野県出先機関の管轄区域（石澤，1991による）

線を複数描くとき，それらの直線は1点で交差する。この点は，幾何学的な平面からその地

域の形を切抜いたときのバランスをとる点でもある。これが面積重心の位置である。

　長野県は，2つの長方形を，ややずらしながら重ね合わせたような形をしている。このた

め，面積を正確に2等分する直線を描くことは容易なことではない。むしろ，地図上で長野

県の形を切抜き，1本の糸でこの平面のバランスをとる点を求めたほうが簡単かもしれない。

　面積重心はまた，つぎのようにしても求めることができる。長野県の県境の任意の座標を

（瓦，y∂とすれば，それらのすべてのX座標の平均が面積璽心のX座標（X。），すべての

Y座標の平均が面積重心のY座標（濫）となる（式1）。

　　　　カ
　　　　Σxど
xro篇　圖 （1）

　　　　ノま
　　　Σy｝
yと＝　圖

　このようにして面積重心を求めると，岡谷市の北部，横河川上流になる（第3図）。ここ

が長野県の地域的広がりの中心，すなわち面積重心の位置となる。

　同様にして，長野県における都市分布の中心位置を求めてみよう。長野県には1990年現在

で，121の市町村がある。それらの市町村役所・役場の所在地の座標を（x∫，y；・）とし，式
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第3図　長野県における面積，市瞬村役所・役場分

　　　布および人口の重心位置（1990年）

（1）により，その重心（平均座標）を求めると，おもしろいことに，面積重心と同様，岡谷市

の北部に位置する（第3図参照）。ただしこの位置は，長野県の面積重心の位置より北に約

3km移動し，岡谷市街地（中心部）よりも松本市との境界に近付く。

　面積重心または市町村役所・役場所在地の重心の位置は長野県内の各地域から等距離にあ

り，長野県において最も経済的効果の高いところと考えることができる。この地点に最も近

い市街地は岡谷であるが，長野県における鉄道や主要道路などの交通網を考慮すると，松本

市街地といってもよさそうである。1876（明治9）年の筑摩県吸収合併以来第2次世界大戦

終了後の一時期まで，何かにつけて問題になっていた県庁の長野から松本への移庁の根拠も，

ここにあるのかもしれない。

　ところで，地域の経済状況を示す最も簡単な指標である人口分布において，その中心とな

る位置を求めてみよう。ある地域を幾何学的な平面と考え，そこに住む人々が同じ体重を有

すると仮定した場合，この人口分布のバランスをとる点，すなわち重心を人口重心という。

ここでは，各市町村の人口重心がそれぞれの市町村役所・役場の位置にあると仮定して，長

野県における人口重心の位置を求めることにする。長野県の総人〔コをP，各市町村役所・役

場の所在地の座標を（瓦，玲，各市町村の人口をP匙すると，人口重心の座標（Xρ，y》）

はつぎのようにして求められる（式2）。
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　1990年において人口重心の位置を求めると，長野県の面積重心の位置から約17．6km，市

町村役所・役場所在地の重心の位置から約14．6km，いずれも北北東方向へ移動し，丸子町

の鹿教湯温泉付近になる（第3図参照）。つまり，地域の経済状況を示す人口璽心の位置を

考慮すると，松本市の経済的優位性は薄れ，むしろ相対的に長野市や上田市3）の優位性が高

まることが判明する。

　2　都市の規模別分布の現状

　長野県には1990年現在，17市37町67村，合わせて121の市町村がある。それらの人口をみ

ると，人口30万人台の都市として長野市（347，036人），20万人台の都市として松本市

（200，723人），10万人台の都市として上EB市（1！9，435人）がある。これらの都市は，それ

ぞれ北信地方，中山地方，東信地方の申核都市となっている。また，南信地方南部（下伊那

地方）の中核都市である飯田市（91，859人）も，現在上郷町（14，636人）との合併が進行し

つつあることを考慮すると，実質的には10万人台の都市といえる。なお，DID（人口集中地

区）が連続している岡谷市・諏訪市・下諏訪町の人口を合わせると137，839人になり，！0万

人を越えるが，明瞭な単一の核（都心）を有しておらず，1つの都市と考えてよいか否か検

討を要する。このためここでは，3市町はそれぞれ単独の都市と考えることにする。

　上述した4都市以外では，入口5～6万人の都市が7（佐久市，伊那市，岡谷市，塩尻市，

第1表　長野県における人口階級別市町村数の変化

人 5，000 5，000　10 ，GOO 20．00030 ，000 50，000 60，00G　100 ，000 平均人口
口 ～ ～ ～ ～ ～ ～

年 人未満 9，999　19
9
9
9
　
2
9
， ，999　49 ，999　59 ，000　99 ，999 人以上 （概数）

1950 24 46 28 7 9 2 3 2 17，020

1955 24 49 25 7 9 3 2 2 16，700

1960 29 46 26 4 9 3 2 2 16，380

！965 33 44 24 4 9 3 2 2 16，180

1970 40 39 21 5 9 2 3 2 ！6，17G

！975 39 40 19 6 10 2 2 3 16，670

1980 30 38 20 6 7 5 2 3 17，220

1985 42 36 19 8 6 5 2 3 17，660

1990 43 3婆 20 8 5 5 3 3 17，820

・1990年における市町村区域に組替えて算繊した。
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須坂市，諏訪市，茅野市），3～5万人が5，1～3万人が28，また0．5～1万人が34を数え

るが，人口が5，000人未満の自治体も43あり，そのうち清内路村（906人），浪合村（768人），

売木村（743人），平谷村（617人）は人口1，000人にも満たない小規模な自治体となっている

（第1表）。

　なお，人口が最大の長野市から最小の平谷村まで，121市町村の平均人口は約！7，800人で

あるが，この平均以上の人口を有する市町村は5分の1の25にすぎない。さらに，人口5万

人以上の11市で県入［：］の53，5％が占められ，人口が特定の都市に集中して分布していること

がわかる。

　　　　　　m　順位・規模分布の変化からみた都市システムの変容

　1　都市の順位・規模配列の変化

　まず，都市入口4＞の順位・規模分布の経年的な変化から，長野県における都市システムの

変容をさぐってみる5）。ある地域における都市を人霞規模によって順番に並べると，都市人

口とその順位との問に～定の関係（式3）が認められる（Zipf，！949）。

P．篇P、／1ぞq （3）

ただし，君はR位の都市人口，君は最大都市の入口，σは定数である。両辺を対数変換する

と式（4）になる。

109∫）r＝10gP1一σoIO9／ぞ
（4＞

つまり両対数グラフにプロットすると，人口と順位の間には傾き一σ，Y切片log君を有し

た直線状に配列する関係がみられることになる。

　回帰直線における君の値は都市システムの規模を，傾きσはその地域（都市システム）に
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第4図　長野県における都市人口の順位・規模分布の経庫的変化
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第2表相関係数と回帰係数の経年的変化

年 相関係数 決定係数
　　　隠帰係数 　　　　　人口5，000人

ol 以上の市町村数

1950 一〇．9962 0．9925 0．8561 287，000 97

1955 一〇．9967 0．9934 0．8631 286，000 97

1960 一〇．9961 0．9923 0．8837 295，000 92

1965 一〇．9962 0．9923 0．9163 318，000 88

1970 一〇．9952 0．9904 0．9469 344，000 81

1975 一〇．9949 0．9898 0．9762 383，000 82

1980 一〇．9945 0．9889 0．9892 4！0，000 81

1985 一〇．9939 0．9878 0．9963 430，000 79

1990 一〇．9933 0．9867 1．0030 4婆2，000 78

傾き

［．0

0，9

・Plは1，000人未満を四捨五入した。

Y切片

傾き

i950

第5図

　　】970　　　　　　　　　　　1990奪

園丁係数の経年的変化

瑚片　はたらいている2つの力（分散化と統合化の

　50万力）の関係を反映したものであり，σの絶対値

　　　は，分散化と統合化の力が等しいときには1．0

　　　となり，分散化の力が強いときには小さく，統

　⑭　　合化の力が強いときには大きくなるとされてい

　　　る6）。，この分散化の力とは，原料の輪送費用を

　　　最小にするために人口を原料産地に分散させ，

　3G　多数の自給的な小集落を形成させる力である。

　　　統合化の力とは，製品の回送費用を最小にする

　　　ために人口を1つの大都市に集中させる力であ

　20　る。また，2つの時点における圏帰直線を描い

　　　た場合，その交点座標は都市システム変容にお

　　　ける構造的な変換点と考えることができる。

　　　　ところで，長野県121市町村を対象として人

　　　口と順位を両対数グラフにプロットすると，人

口5，000人前後から急速な右下がりの傾向をみせる（石澤，1991）。これは，人口1，000人に

も満たない村をはじめとして，村落的性格の強い自治体が数多くみられるからである。そこ

で，ここでは人口5，000人以上の市町村を都市と考え分析を進めることにした。1950年から

！990年までの5年ごとの順位規模関係を，両対数グラフにプロットしたのが第4図である。

また，回帰係数の変化を示したのが第2表，第5図である。第2表に示されるように，いず

れの年においても決定係数が非常に高く，これらの回帰係数は順位・規模配列について98％

以上という，大きな説明力を有している。

　これによると，回帰直線の傾きσは，1950年の0．8561から1990年のLOO30へと，徐々に勾

配を強めつつあることがわかる。変化の速度をみると，1950～1955年にかけてはやや微増す

るにとどまっているが，経済の高度成長期に相当する1955～1970年にかけて傾きの勾配を増
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第6図　回帰直線の交点の移動

　①：1950年と1955年との交点

　②：1955年と1960年との交点

　③：1960年と1965年との交点

　④：1965年と1970年目の交点

　⑤：1970年と！975年との交点

　⑥：1975年と1980年との交点

　⑦：1980年と1985年との交点

　⑧：1985年と！990年との交点

1 io lGO

第3表　回帰直線の交点座標の移動

交点座標
年次の組合せ

順　位 人口（人）

！950年と！955年 … 一

1955年と1960年 5 68，400

1960年と1965年 ！0 畦0，600

1965年と1970年 13 30，900

1970年と！975年 41 10，300

1975年と！98G年 197 2，200

1980年と1985年 749 600

1985年と1990年 52 8，婆GO

級950年と1955年は，回帰直線の交点が第1象限

にはいらないため，省略した。

榊順位の小数点以下，人口の100人未満を四捨五

入した。

す速度が加速度的に高まり，1975年には

傾きが1．0に近い0．9762になった。

　1973年のオイルシ・ックを契機として

日本経済は低（安定）成長経済に転換し

た。これに相当する1975～1990年の期間，

傾きの勾配を増す速度がそれ以前に比べ

て減速に転じた。とはいうものの，その

後も増加を続け，1990年にはついに1．0

を越えることになった。

　また，最大都市の人口に相当する．P、の

値も，1950年（287，000人）から1955年

（286，000人）にかけて一時減少したが，

その後は傾きの変化と同様に増加に転じ

ている。最も増加の速度が速かったのは，

経済の高度成長の末期に相当する1970～！975年のことであり，その後の増加の速度は次第に

減速しつつある。このように君の値は，傾きの変化に類似しているもののこれより5～10年

遅れるという，やや時間差をおいた推移をみせている。これらの変化の結果，君の値は，

1965年には30万人を越え（318，000入），1980年には40万入を上まわった（410，000人）。その

後も増加を続け，！990年には442，000人に達している。

　都市システムの変化をみるために各年次の園帰直線を重ね合わせると，たいへん煩雑な図

になってしまう。そこで，順に2つの年次の園帰直線の交点を求め，交点の移動から構造の

変化をさぐることにする。國帰直線の交点座標の変化を承したのが第3表・第6図である。

これによると，1950年と1955年の交点の順位が1よりも小さいこと，1955年から1985年まで
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は年次を経るにつれて交点の等位が大きくかつその人口が少なくなりつつあること，1985年

と1990年の交点は前回に比べて順位が小さく人口が多くなっていることがわかる。以上のよ

うな回帰直線（順位・規模曲線）の変化から，1950年から1990年までの長野県における都市

システムの変化は，次の3期間に大別される。

　a．第1期（1950～1955年）

　第2次世界大戦が終了した1950年頃の長野県の都市システムにおいては，分散化の力が強

くはたらいていた。1950～1955年にかけて，統合化の力が強まる傾向にあったが，同時に一

日寺的ではあるが，都市システムそれ自体の衰退がみられた。

　b．第2期（1955～1985年）

　回帰直線の交点が右下がりに移動していること（第6図参照）に示されるように，この期

間には，上位都市の成長を主としながらも次第に下位都市の成長をともなった，都市システ

ム全体としての成長がみられた。また都市システムにおける統合化の力がより強まって，分

散化の力との均衡に向う傾向もみられる。この統工学の力の強まる傾向から，1975年までの

前期とそれ以降の後期とに分けることができる。前期は，日本経済の高度成長期に相当し，

統合化の力の強まる速度が加速度的に高まり，同時に都市システムそれ自体も急神的に成長

を続けた。これに対して，日本経済が低成長経済に転換した期間に相当する後期には，都市

システムそれ自体は依然として成長を続けたが，統合化の力の強まる速度は次第に減速に転

じているη。

　c．第3期（1985～1990年）

　統合化の力の強まる速度が減速に転じたとはいうものの，統合化の力の強まる傾向は続き，

ついに1990年には統合化の力が分散化の力を上まわることになった。都市システムそれ自体

の成長も続いたが，同時に構造的な変化も生じている。それは，これまでの下位都市を包含

した全体的な都市システムの成長から，人口8，000人前後の都市を境として，中・上位都市

の成長と下位都市の衰退という構造に転換したことである。

　このように長野県の都市システムの変容においては3つの期間があり，この期間を通して，

分散化の力に対して統合化の力が強まる傾向が続いている。さらに構造的には，上位都市の

成長を主とする都市システム全体の成長から，近年は下位都市の衰退と上位都市の成長とい

う構造に変質しつつある。換卜すれぽ，長野県においては，人口の都市部全体への集積から，

少数の大規模な都市への集積へと，都市システムの構造的変容が生じていることが明らかに

なった。

　2　人口階級別都市数の推移

　このような都響システムの変容の実態を，人口階級別都市数の変化から確認してみよう。

第2次世界大戦後の日本経済の復興期にあたる1950年から現在までの，人口階級男9都市数の

変化を示したのが第1表である。

　田本の経済が戦後の復興期をむかえた1950年における人日規模階級別市町村数は，人口！0

万人以上が2，8～10万人が3，5～6万人が2，3～5万人が9，1～3万人が35，

5，000～1万人が46，5，000人未満が24であった。また，その平均人口は約17，000人であった。
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　日本経済が高度成長期にはいった1960年代，全国的な人口の過密・過疎現象が進行した

（黒田，1976）が，この期間，長野県においては人口減少が進行し，現在の市町村境界がほ

ぼ確定した1965年8）には，市町村の平均人口が約16，200人まで減少している。このときの入

口規模階級別市町村数は，人口10万人以上が2，8～10万人が2，5～6万入が3，3～5

万人が9，1～3万人が28，5，000～1万人が44，5，0GO入未満が33であった。なお，長野県

の人口が最少となったのは1970年のことであり，その後は微増に転じている。これを市町村

の平均人口からみると，1950年から1965年までの！5年間で約800人減少したが，1970年から

1990年までの20年間に約1，600入増加し，その結果，1990年における市町村の平均人iコは

1950年のそれを上まわることになった。

　人口5万入以上の都市についてその数の変化を5年ごとにみると，戦後の復興期にあたる

1950年から経済の高度成長期直後の1975年まで，7のままで変化がみられなかったが，1980

年に10に増加し，1990年には11となっている（第1表参照）。

　市町村の平均人口の増加や人口5万人以上の市町村数の増加に示されるように，1960年代

の経済の高度成長期にかけて一時減少したものの，1980年代における経済の安定期を経て，

長野県内各市町村における人口規模は拡大しているかのようにみえる。しかしながら，人口

5万人以上の都市人口をみると，長野県に占める構成比は，1950年には36．7％であったが，

以下37。6％，38．4％と増加し，経済の高度成長期の！965年には40％を上まわった（40．1％）。

その後も41．7％，42，6％，と増え，都市数が10に増加した1980年には，ついに長野県人口の

半数以上が人口5万人以上の都市に集中することになった（50．4％）。また，1985年には

50．8％を占め，1990年にはついに53。5％を占めるまでになっている。一：方，人［コが5，000人

未満の自治体数は，1950年には24であったのが1965年には33に増加し，1990年には43に増加

している。

　これらのことを考えると，むしろ人口の増加している市町村と減少している市町村とに2

極分化しつつあるといえ，経済の高度成長期に日本全国でみられた，都市地域における人口

増加と農山村地域における人口減少という過密・過疎現象が，長野県においても進行しつつ

あることが明らかになる。すなわち，長野県都市システムの変容における上位都市の成長と

下位都市の衰退は，少数の大規模な都市への人口の集積と，農山村地域における人口の過疎

現象の進行によるものであると考えられる。

lV　長野県における人口重心の移動

　このような都市システムの変容の実態を，長野県における人口重心の移動という側面から

みることにしよう（第7図，第4表）。！950年における人口重心の位置は，松本市との境界

に近い武石村の武石峰付近にあった。これが1955年になると約400m北へ移動している。

1955年から！960年までの移動距離は約250mと少なかったが，移勤方向は北北西であり，や

や松本に近付いたかのようにみえる。

　経済の高度成長が始まった！960年から1965年にかけて，再び移動方向がやや東よりの北方

向に変り，1965年から1970年にかけてはほぼ岡じ方向へ660mも北上している。その後も北
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第4表　長野県における人口重心の移動方向と移動距離

1950～ 1955～ 1960～ 1965～ 1970～ 1975～ 1980～ 1985～ 1950～

1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1990年

移動方向 北 北西 北北東 北北東 北北東 北 西北西 北東 北北東

移動距離（m） 420 250 330 660 410 240 70 220 2490

年0991

㎞
年5019

第7図長野県における

　　人口重心の移動

北東方向への移動が続き，！990年には，前述の

ように，丸子町の鹿教湯付近に移動した。そ

の結果，長野県における人口璽心の位置は，19

50年から1990年までの40年間で北北東方向へ

約2500mほど北上したことになる。

　換雷すると，経済の高度成長期以前に長野県

の面積重心や市町村役所・役場所在地の重心

により近い，松本市よりにあった人口重心は，

次第に長野市に近付きつつあることになる。

すなわち，近年の長野県においては，県の北部

に偏って位置してはいるが，長野県の政治・

経済の中心である長野市を指向して人口の集積

が進行しつつあることが明らかになる。

V　お　わ　り　に

　本論では，長野県における都市システムについて，統合化の力が強くはたらきつつあるの

か否かを検証し，あわせてその経年的な変容の実態をさぐることを目的とした。その結果は

次のようにまとめられる。

　1）長野県における面積や，都市（集落）分布の重心は，岡谷市や松本市近郊に位置して

いるが，人口重心は次第に北北東方向へ移動し，松本市よりも長野市や上田市の経済的な優

位性が高まりつつある。

　2）都市人口における順位・規模分布の経年的変化から，長野県における都市システムの

変容をみると，分散化のカに比べて統合化の力が強まりつつ都市システムが成長している。

　3）長野県の1950年以降における都市システムの変容は，第1期（1950～1955年），第2

期（1955～1985年）および第3期（1985～1990年）の3つの期間に分けられ，都市システム

における統合化の力が急速に強まったのは第2期である。また，都市システムの構造にも変

化がみられ，第2期までの下位都市を包含した都市システムの成長から，第3期には，人口

8，000人前後の都市を境として，中・上位都市の成長と下位都市の衰退という構造に変質し
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ている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　4）これを，人口階級別都帯数の変化からみると，上位都市の成長と下位都市の衰退は，

少数の大規模な都市への人口の集積と農山村地域における人口の過疎現象の進行によるもの

と考えられる。

　5）また，長野県における人口重心は北北東方向へ移動しつつある。このことから，長野

県における都市システムにおいては，長野市を指向して人口の集積が進行しつつあることが

明らか“こなる。

　以上述べてきたように，長野県においては，分散化の力に比べて統合化の力が強まりつつ

都市システムが成長していることが判明した。この結果，近年の長野県においては，人口が

少数の大規模な都市を指向して集積しつつあること，また，地域的には長野県の政治・経済

の中心である長野市を指向して集積しつつあることも明らかになった。

　小論を，東北福祉大学を来春退官される桑農勝雄先生に謹呈致します。なお本研究には，　（財）

長野県テクノハイランド開発機構による奨学研究費の一部を使用しました。

注

1）都市システムの概念と研究動向については，田辺編（1982）が詳しい。

2）舘（1978）は，人口重心については，特定時間における移勤軌跡，移動方向および移動距離が

　重要であると述べている。

3）上田市においても長野県の県庁を移庁させようとする運動があり，1876（明治9）年の長野・

　筑摩県合併当時，新県庁を上田帯に誘致しようとした。

4）　以下では，各年次における人口を，1990年の市町村区域に組替えたものを用いた。

5）　都市の1慎位規模分布の地域的差異または経年的変化については，鈴木（1975），高橋（1982）

　や高阪（1987）などの成果がある。

6）Zipf（1949）を参照のこと。

7）1985年までの統合化の力の推移は，高阪（！978）が新潟県において推計した結果と類似してい

　る。

8）その後，1966年の広域合併により現在の長野市が誕生した。
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